
日産自動車の健康経営

基本的な考え方
私たちは『人々の生活を豊かに イノベーションをドライブし続ける』 というコーポレートパーパス
を基に、社員一人ひとりが活き活きと安全と健康に働くことを目的として 『日産自動車 安全
衛生基本方針』を定めました。

従業員がいきいきと働くことができる職場をつくり、また日産をリタイアした後も、家族とともに健
やかな人生を歩むためには、心と身体の健康は必要不可欠です。
日産では、従業員の安全と健康は、個人だけでなく、日産が社会に貢献し続ける企業として
成長していくための重要な課題と位置づけています。

健康経営宣言
「日産自動車安全衛生基本方針」である 「働く仲間の安全と健康は全てに優先する」 を

『健康経営宣言』として、従業員の健康を経営的な視点で考え、戦略的かつ愚直に施策を
実践することで『健康経営』を実現していきます。



健康経営推進体制
日産の健康推進は、日産自動車健康
保険組合（事業所健康推進センター）、
東京海上日動メディカルサービスなど医療
の専門職と人事本部安全健康管理部、
各事業所の安全健康推進部署および関
連部署が従業員の心身の健康のため、協
働して活動を推進しています。

健康経営推進会議
健康推進のマネジメント強化として、健康経営会議を、体系立てて実施しています。
全事業所で実施している安全衛生委員会を健康経営の促進、従業員への啓発、自律
的な健康活動の推進の場として、労使が一体となり、従業員への周知・徹底の場を担っ
ています。
従業員の健康意識が向上しており、この安全衛生委員会の役割が更に高まっています。

安全健康管理係長
日産では、各事業所に通常の管理業務から離れ、独立した専任の安全健康を担当す
る係長を任命しています。安全健康管理係長（安健係長）は、現業部門を中心に全社
で200名以上おり、安全健康管理部、各事業所の安全健康管理課を通して、社内診療
所、東京海上日動メディカルサービスと連携し、職場パトロールや健康診断実施管理など、
さまざまな活動促進を担っています。

事業所内連携の強化
安全健康管理部と各事業所）安全健康推進部署、関係部署、専門職との連携強
化を図っています。これは、活動の質の向上や施策の実効性を高めるだけではなく、健康
推進を担う現場の声に耳を傾け、現場重視の視点で日産の健康推進に取り組むことで
推進を担当する個々人のやりがいにつながり、結果として良い循環を生むことを狙いの一つ
としています。

全事業所に社内診療所を配置
日産には、各事業所に診療所があり、外来診療・健診や保健指導などを行っています。
診療所は全て日産健保に委託しており、健診・医療・保険事業など、一貫して医療の専
門家集団が連携して知恵を出し合い、健康に関わる事業を会社と一体となって、企画・
実行しています。

現場の保健室
メンタルヘルス活動促進のアプローチとして、診療所を 『現場の保健室』 として位置付け
ています。近年、現業部門のメンタル不調者が増えてきており、業務体系などから、Face
to faceの相談ができる診療所の強みを活かしていく取り組みです。相談の敷居を下げて、
落ち込んでいる、何か元気が出ない状態が続いているなど、メンタルの初期不調に対して、
従業員本人や上司が気軽に相談できる場としています。



日産グループ内の健康経営推進
日産グループ内企業20社で『日産グループ健康経営推進会議』を実施し、健康経営についての
会議を日産が事務局となり定期的に実施しています。

活動報告や意見交換、ベンチマーク、
ノウハウの提供をしながら相互研鑽の場とする
だけではなく、グループをあげて健康経営を
推進していく事で、社会からの要請や社会的
責任を果たすべく、健康データ開示等の検討を
行っています。
グループ全体の健康経営の質の底上げと社会
的責任をも担っている健康経営にモチベーション
高く取り組んでいます。

健康経営 戦略MAP

フィジカルヘルス メンタルヘルス

健康課題へのとりくみ
健康推進体制下において、日本国内では、従業員の健康状態をデータによって見える化し、疾
病リスクの分析、健康リスクを予測して従業員の健康推進活動や、個別の改善プログラムの実行
に取り組んでいます。
より効果的な取り組みを行うため、自社の健康課題を見える化する健康経営戦略MAPを作成し、
全社共通の取り組みを促進しつつ、事業所ごとにブレークダウンした戦略MAPを作成することで、
より地域性や事業所の特性をいかした健康推進活動を行っています。

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/EMPLOYEE/ASSETS/PDF/Physical_Health.pdf
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/EMPLOYEE/ASSETS/PDF/Mental_Health.pdf


病気の未然予防 ～食事・運動・睡眠～
ヘルスリテラシー向上を兼ねて、食事・運動・睡眠を軸とした活動に注力し社内食堂とコ
ラボしてテーマに沿った健康意識を高めるメニューを提供しています。
従業員の熱中症予防対策として食の活動を通して熱中症発生のメカニズムの理解を深
めたり、個人にウェアラブルデバイスを配布し体調管理に利用、ドリンクタイムを設定して
アイススラリーを摂取しやすい環境をつくり、熱中症による体調不良を予防しています。

堅実に取り組むフィジカルヘルスケア
日本国内におけるフィジカルヘルスは、これまで病気の未然予防や病気の早期発見について活
動の強化を図り堅実に取り組んできました。FY24からは病気の治療ゾーンである『仕事と治療の
両立支援』に力をいれて万が一病気になってしまっても安心して仕事と治療を両立できる環境を
整えています。

運動できるからだづくり 睡眠 熱中症対策

ウオーキングラリー InBody測定

全社統一活動ウオーキングラリー、ハイリスクアプローチ:ロコモ対策強化（InBody測定、運動指導、EMS促進等）



最近の社内の取り組み
日産は、株式会社Cradleと提携し、従業員とそのパートナーや家族を対象としたDEI推進と
フェムテック（Female ＋Technology）領域を含む健康支援施策を導入しています。
「更年期」「月経」「不妊治療」など女性の健康課題をテクノロジーの技術で解決するというコン
セプトに基づいた考え方です。「月経」は女性特有の課題ですが、「更年期」や「不妊治療」は男
女共通の課題のため、男女共通対象の施策として導入し、従業員とそのパートナーや家族は、
ヘルスケアに関する理解を深めるオンラインセミナーや、日本全国の医療機関と提携した診療サ
ポートを受けることができます。

筋電気刺激（EMS）を用いた月経時の下腹部痛を体験する「生理痛体験」イベントを社内で
実施しました。男性に生理痛の辛さを知ってもらうことで男性中心の職場風土で男性従業員が
女性と共に働くことに理解を得やすくしたり、男性更年期についてのカードゲームを用いて研修をす
ることで男性更年期への理解を深めたりと男女の更年期のウエルビーイングの実現に役立ててい
ます。

病気の早期発見
病気の早期発見、早期治療に繋げるための精密検査の受診勧奨UPに注力して
います。精密検査受診について会社・社内診療所のサポートを仕組み化する事で、
過去3年間で精密検査受診率は約10％向上しています

精密検査受診率の向上： 大腸がん、胃がん、肺がん
がん健診 受診率の向上： 子宮がん、乳がん

病気の治療
万が一、病気になってしまっても、治療を
しながら安心して継続して働くことができるよ
うに、『ライフサポート休暇』 を設定して治
療と仕事の両立をしやすい環境を整えてい
ます。ライフサポート休暇は自分の健康のた
めに年間5日を有休で取得することができま
す。治療の通院、精密検査、PMSや更年
期による体調不良時、予防接種等に利用
可能です

また、最近では  ERG活動（-Employee Resource Group-（従業員コミュニティ））
として“日産”の仲間が共通の志（アインデンティティ/関心）のもと、ネットワークを形成し、知
識や経験を共有・習得し、主体的にアクションを起こすことで、従業員の一体感/職場におけ
る安心感・帰属感向上に繋がる、役員の支援を得た継続的な活動を推進しています



管理監督者へのラインケア
社内アンケートによるストレス度の解析により、職場風土の改善である、ラインケアには日産は
長年、積極的に取り組んできています。

【EAP*5における『4つのケア』『１-３次予防』の実現】
＊ストレスチェックの実施による『セルフケア』の充実
＊社内アンケート結果に基づく職場風土改善活動 『ラインケア』 の促進

＊層別のケア『ゾーンケア』の導入
＊職場復職支援プログラムの徹底
＊リワークによる再発予防の強化

*5 EAP：Employee Assistant Programの略。従業員支援プログラム

包括的なメンタルヘルスケア
日本国内におけるメンタルヘルスには、下記の特徴があります。



ゾーンケア
組織分析の解析と活動を進める中で、近年のメンタル休業者実績、およびストレス度の層別解析に
より、一部の層へのケアの必要性が顕著となりました。日産ではそのケアを『ゾーンケア』と命名し、
昨今の活動は以下を実施しています。

・新卒、中途入社者へのお悩み相談窓口体験（入社2年目まで毎年1回）
・間接業務従事者へのオンラインセッション
・若年層懇談会、セッション

組織分析結果の報告会は全部門で行っています。

改善活動を推進するためのポイントは、
上位者（管理、監督者）が自身の組織分析
結果を認知し、結果に伴う活動の動機づけを
行うことです。
そこで近年は、部門、部署ごとの報告会に
こだわらず、小単位に組織分析結果報告会を
行うことで、改善活動の拡大につなげています。

ゾーンケアの根幹は、対話を重視したケアです。日常的な対話から、メンタリングができ、もし不調が
あっても気づきの機会が増え、またその後の対話により、専門家へつなぐことができていきます。

ラインケアの基本である “気づく” “聴く” “つなぐ” 風土が醸成されることだけでなく、上司との対話
により、メンタル不調の改善も見込まれます。

特にお悩み相談窓口体験は年1回のカウンセリングを入社2年目まで実施し、若年者の相談につ
なげるサポートやメンタル不調者の早期発見にもつながっています
メンタルヘルスケアは、これからもコミュニケーション、対話重視で、ゾーンケアの拡大、またセルフケア、
ラインケアを更に充実させ、メンタル疾病や休業者の減はもちろん、ひとりひとりがいきいきと働く人、
職場づくりに努めていきます。



健康経営 OUTCOME

項目
2025年度
目標値

2024年度 2023年度 2022年度 備考

ワーク・エンゲージメント 49.5以下 49.5 49.7 50.２

コロナ禍前のFY19を基点
偏差値50とし、数値が低い
方が良い（※1）
FY24測定人数：27,874人

プレゼンティーイズム
8.7以下

(23.4％
以下)

8.7
(23.4％)

8.7
(23.2％)

8.7
(23.2％)

SPQ
東大1項目版
上段：素点平均
下段：損失割合平均
FY24測定人数：27,874人

アブセン
ティー
イズム

フィジカル
休業者率

6.6以下 6.6 7.0 7.1
千人率
休業30日以上
FY24測定人数：32,3294人

メンタル
休業者率

9.9以下 9.9 10.2 9.3

千人率
休業30日以上
FY24測定人数：32,3294人

データ属性

男性従業員 女性従業員

従業員 男女比率 85.6% 14.4%

※1 自社で開発した独自指標でFY09より個人の状況を把握している。同調査は新職業性ストレス簡易調査票（短縮８０項目版）と強い相関が
あることは確認済



健康経営データ

項目 2024年度 2023年度 2022年度 備考

定期健診受診率 100％ 100% 100％
FY24期間従業員2286
名を含む

精密検査受診率 85.8％ 78.2% 73.1% 同上

運動習慣者率 29.8％ 26.8％ 26.7% 同上

睡眠良好者率 72.1％ 67.7％ 67.6％ 同上

非喫煙者率 77.4％ 75.8% 76.5％ 同上

糖代謝有所見率 34.6％ 32.8% 31.5％ 同上

高血圧判定者率 21.4％ 20.5% 23.6％ 同上

適正体重維持者率 65.6％ 66.6% 61.4% 同上

行動変容率
（生活習慣の改善の意識）

75.9% 74.3% 74.8％ 同上

Pep Up登録者率 77.0％ 71.5% 68.6％
日産健保推奨
健康アプリ

ストレスチェック受検率 97.0％ 94.8％ 94.3％
実施時点（FY24）の期
間従業員2286名を含む

高ストレス者率 12.4％ 12.6% 12.1% 上記期間従業員を含む

ストレスチェック
組織分析報告会実施件数

196件 232件 230件

職場改善活動実施件数 368件 412件 336件

お悩み相談窓口体験人数 1376人 1461人 858人
入社3年目までの
直接員を中心に実施

健康経営会議実施回数
企画会議12回
推進会議12回

企画会議12回
推進会議12回

企画会議12回
推進会議12回

2025年 10月 更新対象：日産自動車株式会社
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